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バスケット用ほう素添加アルミニウム合金（1B-A3J04-O）の Mg 固溶強化の維持 

に関する説明資料 

  

 本資料のうち、枠囲いの内容は、商業機密等に属しますので公開できません。 



1. はじめに 

本図書は、2021 年 3 月 5日付け説明資料「TK-26 型キャスク型式証明 ほう素添加アル

ミニウム合金の説明方針について（Doc No. 18-180-I-178 Rev.1）」の 1項～3項に対応

する内容について説明する。 

 

2. Mg 固溶強化の維持を検討する背景について 

ほう素添加アルミニウム合金（以下、「本アルミ合金」という）の Mg 添加範囲を表 1

最下段に示すが、本アルミ合金の Mg 添加量は 1.0～1.4mass%に設定されている。また、

本アルミ合金は、使用条件を-40℃～250℃に設定しており、この温度条件を踏まえて Mg

の固溶強化が維持されることを説明する必要がある。図 1 に、Al(-Mn)-Mg 系合金におけ

る Mg 固溶限の文献調査及び Thermo-Calc®による熱力学計算の結果 1)を示す。この図に示

すように、Mg の固溶限評価値は、150℃程度以下でばらつきが比較的大きい。このため、

バスケットに Mg の固溶強化を利用したアルミニウム合金を使用する場合は、Mg 固溶限の

文献値をそのまま直接的に用いて説明することは難しい。また、Mg の過飽和度を駆動力

として生じる Mg 系化合物は、キャスクの貯蔵末期に相当する 100℃付近では、その析出

速度が非常に小さくなるため、現実的な試験時間で 60 年後の状態を判断することは難し

いと考えられる。この点に関し B添加されていない Al-Mn-Mg 系合金については、キャス

クにおける 60 年間の使用環境下で懸念すべき固溶強化の低下を生じない Mg 添加量

（1.0mass%）が特定されている 1)。このため本説明資料では、B添加された本アルミ合金

についても、当該の Mg 添加量を適用できることを説明する。 

 

2.1 時効処理試験 

キャスクの使用温度における Mg 系化合物の析出挙動を調査するため、本アルミ合金

の化学成分範囲に対し Mg を過剰に添加した供試材を用意した。供試材の化学成分分析

値を、表 1に示す。本アルミ合金は、溶解工程において B添加するため溶湯の粘性が高

くなる傾向であるため、さらに溶湯の粘性を増加させる Mg の添加量は、鋳造性を考慮

し最大約 3mass%とした。これらの供試材は、125、150、175 及び 200℃の 4水準で、最

大で約 10,000h までの時効処理試験に供した。供試材は、所定の時効処理時間に対応し

た個数を用意し、初期状態における導電率をそれぞれ測定した。導電率は、日本フェル

スター製シグマテスト 2.069 を用いて、試料温度を 30℃に調整して測定した。時効処

理を経た供試材についても、同様に導電率を測定した。なお、得られた導電率は、標準

軟銅の 30℃における比抵抗 17.92nΩm1),2)を用いて比抵抗に換算した。 

なお、Mg が過剰に添加された供試材では、Mg 系化合物として Al3Mg2 が析出するが、

この化合物はフェノールに溶解することが知られており、このためアルミニウム母相

と分離して抽出することは技術的に難しい 3),4)。また、アルミニウム合金中の Mg 量を

測定する JIS 規格は、サンプルを全て溶解させることが前提条件となっており 5),6)、ア



ルミニウム母相の固溶 Mg 量を評価する目的には適さない。このため、本試験では固溶

Mg 量の変化との対応関係が確認されている比抵抗値 7)を用いた。 

 

2.2 試験結果及び解析結果 

2.2.1 比抵抗の変化傾向について 

時効処理試験の結果得られた導電率及び比抵抗を、表 2に示す。また、比抵抗の変

化傾向を図 2に示す。 

まず、供試材 No.1-1B 及び No.1-2B は、いずれの温度条件においても 10,000h を

通じて変化傾向は認められない。これらの供試材は、Mg 添加量が低く、析出の駆動

力となる過飽和度が小さいために、10,000h までの時効処理試験では Mg 系化合物の

析出がほとんど生じなかったと考えられる。なお、天野らは、Al-2.09at%Mg 合金に

ついて 150℃×107s（約 0.32 年に相当）の時効処理試験を行い、この間比抵抗の変化

傾向が認められなかったことを報告している 8)。この結果は、本説明資料で同等の Mg

添加量である供試材 No.1-2B に関する時効処理試験の結果と整合している（ただし、

時効処理時間は本説明資料の方が長い）。天野らは、当該の時効処理試験について、

108s（約 3.2 年に相当）まで熱処理すれば、析出により比抵抗が変化すると考察して

いる。本アルミ合金については、Mg 添加量が 1mass%とさらに少量のため、Mg 系化合

物の析出にはさらに長時間を要すると考えられる。このため、Mg 固溶強化の維持に

ついては、キャスクの使用環境を踏まえた 60 年後の組織状態を適切に評価する必要

がある。この観点で、過剰に Mg を添加した供試材を用いた時効処理試験により、Mg

系化合物の析出速度を解析し、キャスクの使用環境に着目した Mg 添加量を定量的に

検討することが適切と判断している。 

Mg をより過剰に添加した供試材 No.1-3B については、比抵抗の減少傾向が認めら

れる。図 3に、比抵抗の減少量を示す（このグラフでは、比抵抗が減少する方向を正

とした）。この図が示すように、供試材 No.1-3B の比抵抗はいずれの温度条件におい

ても減少する傾向が認められ、同等の Mg 添加量で B を含有しない供試材 No.1-3 の

減少傾向と同等である。なお、この比抵抗の減少は、過飽和Mgが Mg系化合物（Al3Mg2）

を生じることで、アルミニウム母相の固溶 Mg 量が低下したことにより生じたと判断

される 1),8)。 

 

2.2.2 比抵抗変化傾向の解析 

前節で確認した供試材 No.1-3B に関する比抵抗の減少傾向を、速度論的に解析す

るための評価過程を以下に示す。 

析出の反応率（析出量の割合）の時間依存性は、Johnson-Mehl-Avrami の式によっ

て記述した。これは、析出の反応率を f（0≦f≦1）、時間を t とすると以下の式で

表される 9)。 



𝑓 1 exp 𝐾𝑡   ····· (1) 

ここで、K：反応速度定数、n：時間指数、である。この(1)式は、両辺の対数を 2回

取ると以下のように変形できる。 

lnln ln𝐾 𝑛ln𝑡  ····· (2) 

この(2)式の左辺と ln t を用いてプロットして得られた直線の勾配及び切片から

nと Kが求まる。その結果により、各時効処理条件の比抵抗の減少傾向を速度論的に

解析することが可能となる。このようなグラフを、Avrami プロットという。 

今回実施した時効処理試験結果を Avrami プロットにより解析するためには、比抵

抗の減少傾向を反応率 f に換算する必要がある。この反応率 f は次に述べる手順で

評価した。まず、本試験における反応率とは、固溶 Mg 量が各温度条件の固溶限と等

しくなるまで過飽和 Mg が析出した状態における析出量（この状態は、f=1 に対応す

る）と、各時効処理条件における析出量の比である。このため反応率 fを求めるため

には、まず f=1 に対応する固溶限を設定する必要がある。本申請では、保守側の評価

として、図 1 で最も小さい固溶限を示した天野らの式 8)により各温度条件における

Mg 固溶限を求めた。 

. 1.948   ····· (3) 

ここで、Ceq：Mg 固溶限(at%)、T：温度（K）である。 

時効処理試験に用いた供試材は、Al-Mn-Mg-B 系合金であるが、次に述べる理由に

より Al-Mg 系合金の Mg 固溶限を適用できると判断した。まず、300℃未満における

Mn の固溶限はほぼゼロであり 10)、添加された Mn はほぼ全量が Mn 系化合物（Al6Mn な

ど）として晶出或いは析出していると考えられる。また、Bについては純アルミニウ

ムの融点未満での固溶限はほぼゼロであるため 11)、アルミニウム母相にはほとんど

存在していないと考えられる。さらに、AlB2は溶解工程において Mg を吸収すること

がわかっているが、当該化合物は熱的に極めて安定しておりキャスクの使用温度条

件では変化しない（参照：2021 年 5 月 24 日付け説明資料「バスケット用ほう素添加

アルミニウム合金（1B-A3J04-O）の金属組織等に関する説明資料」Doc No. 18-180-

I-179 Rev.0）。したがって、本アルミ合金のアルミニウム母相には Mg のみが固溶し

ている状態となっており、Al-Mg 系合金における Mg 固溶限を適用できると判断され

る。 

反応率 f=1 に対応する析出反応が完了した状態での析出量は、供試材 No.1-3B の

Mg 添加量から、(3)式の Mg 固溶限及び供試材の製造過程で AlB2に吸収された Mg 量

を差し引くことによって求まる。なお、AlB2に吸収された Mg 量は、B 添加量及び供

試材 No.1-3B に含有される B 系化合物の組成式(Al0.9,Mg0.1)B2により求まる（参照：

2021 年 5 月 24 日付け説明資料「バスケット用ほう素添加アルミニウム合金（1B-



A3J04-O）の金属組織等に関する説明資料」Doc No. 18-180-I-179 Rev.0）。このよ

うに評価した Mg 系化合物の析出量は、文献値を用いて比抵抗減少量に換算できる。

ここでは、Willey による固溶 Mg 及び非固溶 Mg の比抵抗に対する寄与量（固溶：5.4n

Ωm/mass%、析出：2.2 nΩm/mass%）7)を用いた。例えば、1.0mass%の Mg が析出する

場合は、比抵抗は 3.2nΩm（=5.4-2.2）減少すると評価される。以上の手順に基づき、

各温度条件について反応率 f=1 に対応する比抵抗減少量を評価した。この結果を、表

3に示す。表 4には、この計算過程で用いた Al、Mn、Mg 及び Bの原子量を示した。 

反応率 f は、表 2 に示す各時効処理条件の比抵抗減少量を分子、表 3 に示す反応

率 f=1 に対応する比抵抗減少量を分母とした比によって評価した。この結果を、表 5

に示す。なお、計算上反応率 fが負数になった値は、測定等のばらつきの影響と考え

られるためゼロ（0.00）とした。この表には、比較のため供試材 No.1-3 の値も合わ

せて示した（参照：補足説明資料 1-7 別紙 3-8 表）。 

図 4では表 5の値を用いて Avrami プロットを評価した。これらの直線は、各デー

タを用いた回帰分析により求めた。ここには、比較のため供試材 No.1-3 に関する評

価結果を合わせて示すが、供試材 No.1-3B とほぼ同等の傾向が認められる。なお、

200℃におけるデータは、供試材 No.1-3 と同様、比抵抗の減少量が小さいために

Avrami プロットを整理できなかった。図 4 に示す Avrami プロットの各直線の勾配

（nに対応）及び切片（ln K に対応）から求めた反応速度定数 Kと時間指数 nを、表

6 にまとめて示す。これらの値を(1)式に代入すると、任意の反応率 f に対応する時

間 tを評価できる。 

 

2.2.3 析出開始時間 

本説明資料では、参考文献 1)と同様に、反応率 f=0.10 に対応する時間を析出開始

時間 t*として定義した。(3)式に、f=0.10 と表 6に示す定数を代入して、供試材 No.1-

3B の各温度条件における析出開始時間 t*を評価した。この結果を、表 7に示す。 

 

2.2.4 TTP 線図 

表 7 に示す供試材 No.1-3B の析出開始時間を、図 5 にプロットして示す。この図

に示した供試材 No.1-3、No.1-4 及び No.1-5 のプロットは、それぞれ参考文献 1)か

らの引用である。図中に示す曲線は、実測した析出開始時間に対し、以下のモデル式

を用いて回帰分析により求めた析出開始線（C曲線）である。 

𝑡∗ 𝑒𝑥𝑝 𝑒𝑥𝑝   ····· (4) 

ここで、I0、k1、k2：係数、Qd：Mg の拡散の活性化エネルギー（121 kJ/mol）13)、

R：気体定数（8.314 J/(K･mol)）、T：絶対温度（K）、𝐶 ：析出相（Al3Mg2）におけ

る Mg の原子分率(0.385)8)、Ceq：固溶限(原子分率)、C：初期の固溶 Mg 量(原子分率)、



である。 

図 5 に示すように、供試材 No.1-3B の C 曲線は、同等の Mg 添加量である供試材

No.1-3 とほぼ一致する傾向が認められる。細かく比較すれば、供試材 No.1-3B の C

曲線はわずかに長時間側にずれているが、これは Mg 系化合物の析出が遅くなる、す

なわち Mg 固溶強化がより維持される方向の変化であるため問題無いと判断される。 

 

2.2.5 SLP 線図（S-L 平面） 

本アルミ合金に対し過剰に Mg を添加した供試材 No.1-3B の試験結果を、本アルミ

合金における Mg 添加量設定の妥当性の検討に用いるためには、SLP 線図（S-L 平面）

が必要となる 1)。SLP 線図の作図に用いた評価式を以下に示す。 

𝑆   ····· (5) 

𝐿∗ 𝐿∗ 𝐶 𝑎𝑡% /1.0 𝑎𝑡%   ····· (6) 

𝐿∗ √2𝐷𝑡∗, 𝐷 𝐷 exp   ····· (7) 

ここで、D0：振動数因子（0.1 cm2/s）13)である。SLP 線図は、(5)式によって表さ

れる過飽和度 Sを横軸にとり、(6)式によって表される拡散距離𝐿∗ を縦軸にとり作図

される。この図では、析出のメカニズムが同じであれば、異なる Mg 添加量の供試材

の析出開始条件を過飽和度 S と拡散距離𝐿∗ により一意的に定めることができる。こ

のような特徴により、過剰に Mg を添加した供試材 No.1-3B の析出開始時間を用いて、

本アルミ合金の Mg 添加量の妥当性を検討することができる。 

図 6に、供試材 No.1-3B に関する SLP 線図を示す。この図には、比較のため供試材

No.1-3～No.1-5 のデータも合わせて示した。この図より、供試材 No.1-3B の析出開

始線（赤色の三角マーク及び曲線で示した）は、供試材 No.1-3～No.1-5 の析出開始

線とほぼ一致する傾向が認められる。SLP 線図では、析出開始線より原点側の領域で

は析出が生じないため、固溶 Mg 量の低下による強度低下が生じないと判断できる。

図 6 には、キャスクにおける使用条件を想定し、Mg 添加量を 1.0 mass%とした本ア

ルミ合金（組成は、Al–1.5Mn–1.0Mg-1.0B（mass%）とした）を 60 年間一定温度で保

持した場合の条件を赤色の実線で示した。代表点として、50℃、75℃及び 100℃で 60

年間保持された場合の条件をこの実線上にプロットして示している。この 60 年基準

線と称される曲線は、SLP 線図におけるキャスクの使用環境を表している。なお、本

アルミ合金に関する 60 年基準線の直ぐ右上の実線は、B添加しない場合の Al–1.5Mn–

1.0Mg（mass%）合金に関する 60 年基準線である。2021 年 5 月 24 日付け説明資料「バ

スケット用ほう素添加アルミニウム合金（1B-A3J04-O）の金属組織等に関する説明資

料」（Doc No. 18-180-I-179 Rev.0）で説明したように、本アルミ合金の化学成分範

囲で作製された供試材は、B 系化合物が(Al0.72,Mg0.2)B2として存在していることが確



認されている。このため、貯蔵初期におけるアルミニウム母相の固溶 Mg量は減少し、

これに伴い Mg の過飽和度が低下するため、Al–1.5Mn–1.0Mg（mass%）合金と比較し

て、本アルミ合金の 60 年基準線は左側にスライドする結果となった。 

 

2.3 考察 

本アルミ合金に Mg を過剰に添加した供試材 No.1-3B に関する Mg 系化合物の析出速

度は、以下に示す比較検討の結果、同等の Mg 添加量を含有する供試材 No.1-3 と同等と

認められる。 

 

・ 比抵抗の減少傾向（図 3） 

・ Avrami プロット（図 4） 

・ TTP 線図（図 5） 

 

以上より、Mg 系化合物の析出速度は、B添加によりほとんど影響を及ぼされないと判

断される。また、過飽和度と拡散距離を用いて評価した SLP 線図において、供試材 No.1-

3B の析出開始線が、Al-Mn-Mg 系合金について評価された析出開始線とほとんど一致す

る傾向が認められた。したがって、本アルミ合金についても、Al-Mn-Mg 系合金を用い

て決定した Mg 添加量（1.0mass%）を適用できると認められる。なお、本アルミ合金に

ついて新たに評価した 60 年基準線は、Al-Mn-Mg 系合金のそれと比較してより左側にス

ライドし、析出開始線との間隔が拡がる結果となったが、これは Mg 固溶強化の維持の

観点から、裕度が大きくなる方向であり問題無い。なお、キャスクの温度条件は、供用

期間中に指数関数的に低下するが、60 年基準線は一定温度で保持した条件で評価され

ている。これは、拡散及び過飽和度の温度依存性を踏まえれば、非常に保守性の高い前

提条件である。 

 

一般に析出のメカニズムには、アルミニウム母相内にランダムに新しい相（Al3Mg2）

が形成される均一核生成と、結晶粒界上や晶出物あるいは分散粒子の界面上で生じる

不均一核生成がある。不均一核生成は、均一核生成と比較して生じやすいと考えられて

いる。2021 年 5 月 24 日付け説明資料「バスケット用ほう素添加アルミニウム合金（1B-

A3J04-O）の金属組織等に関する説明資料」（Doc No. 18-180-I-179 Rev.0）で説明し

たように、本アルミ合金は、B添加により結晶粒組織が微細化することが認められてい

る。これは、定性的には Mg 系化合物の核生成サイトを増加させる方向、つまり析出速

度を増加させる方向の組織変化であるが、本説明資料の時効処理試験において、B添加

により Mg 系化合物の析出速度の変化は認められなかった。この結果より、本アルミ合

金では、Mg 系化合物の核生成サイトとして Mn 系化合物の析出物が支配的になっている

と考えられる。したがって、仮に B添加により Mn 系化合物の析出組織が変化したとす



れば、Mg 系化合物の析出速度に反映されると考えられることから、B添加は Mn 系化合

物の析出組織に影響を及ぼしていないと判断される。上述の説明資料においては、TEM

観察により Mn 系化合物の析出組織を確認しており、その観察結果は以上の考察と整合

している。 

 

2.4 まとめ 

本アルミ合金の化学成分範囲を超え過剰に Mg を添加した供試材を用いて、時効処理

試験を実施し、固溶 Mg 量の減少に伴う比抵抗の減少傾向を整理した。この比抵抗の減

少傾向を用いて、Avrami プロット及び TTP 線図を評価した結果、同等の Mg 添加量を有

し B を含有しない Al-Mn-Mg 系合金とほぼ同等の傾向が認められた。さらに、TTP 線図

より SLP 線図を評価した結果、本時効処理試験の結果得られた析出開始線は、参考文献

1)で報告されている Al-Mn-Mg 系合金のそれとほぼ一致する傾向が認められた。その結

果、本アルミ合金の化学成分範囲に適合した供試材については、固溶 Mg 量は変化せず、

60 年後においても Mg による固溶強化が維持されると判断された。 

以上の結果より、本アルミ合金の Mg 添加量は、Bを含有しない Al-Mn-Mg 系合金を基

に検討した Mg 添加量（1.0mass%）に基づき規定できると判断される。 
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表 1 時効処理試験に用いた供試材の化学成分分析値 

供試材 No. Si Fe Cu Mn Mg Zn B Al 

1-1B 0.06 0.05 － 1.59 1.02 － 0.98 残 

1-2B 0.06 0.05 0.01 1.56 2.05 － 1.08 残 

1-3B 0.06 0.05 － 1.55 2.99 － 1.04 残 

1-1※1 0.04 0.06 － 1.46 1.04 0.01 － 残 

1-2※1 0.05 0.06 － 1.49 1.94 0.01 － 残 

1-3※1 0.05 0.05 － 1.50 2.97 0.01 － 残 

1-4※1 0.05 0.05 － 1.51 4.00 0.01 － 残 

1-5※1 0.06 0.06 － 1.48 5.09 <0.01 － 残 

1B-A3J04-О 

の規定範囲 

0.25 

以下 

0.25 

以下 

0.05 

以下 

1.0 

以上 

1.6 

以下 

1.0 

以上 

1.4 

以下 

0.05 

以下 

0.8 

以上 

1.3 

以下 

残 

※1）本アルミ合金の Mg 添加量の検討に使用した参考文献 1)の供試材。 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（1／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

125 

1 

1-1B 32.99  32.89  54.32 54.49 -0.17 

1-2B 31.70  31.65  56.53 56.62 -0.08 

1-3B 29.23  29.20  61.31 61.37 -0.06 

5 

1-1B 32.88  32.90  54.50 54.47 0.04 

1-2B 32.12  32.14  55.79 55.76 0.03 

1-3B 29.25  29.21  61.27 61.35 -0.08 

20 

1-1B 32.95  32.91  54.39 54.46 -0.07 

1-2B 31.75  31.74  56.44 56.47 -0.02 

1-3B 29.28  29.26  61.21 61.25 -0.05 

50 

1-1B 32.88  32.77  54.50 54.68 -0.18 

1-2B 32.17  32.16  55.71 55.72 -0.02 

1-3B 29.30  29.20  61.16 61.38 -0.22 

100 

1-1B 32.79  32.76  54.65 54.70 -0.04 

1-2B 31.62  31.55  56.68 56.80 -0.12 

1-3B 29.19  29.14  61.39 61.49 -0.10 

200 

1-1B 32.73  32.67  54.75 54.85 -0.09 

1-2B 32.10  32.08  55.83 55.87 -0.04 

1-3B 29.19  29.17  61.39 61.44 -0.05 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（2／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 熱処理前 熱処理後 減少量 

125 

293 

1-1B 32.78  32.75  54.67 54.73 -0.06 

1-2B 31.49  31.58  56.91 56.74 0.17 

1-3B 29.12  29.14  61.54 61.49 0.05 

600 

1-1B 32.77  32.80  54.69 54.63 0.06 

1-2B 32.19  32.21  55.67 55.64 0.03 

1-3B 29.22  29.28  61.33 61.21 0.13 

1011 

1-1B 32.65  32.64  54.89 54.91 -0.02 

1-2B 31.59  31.51  56.73 56.87 -0.14 

1-3B 29.10  29.12  61.58 61.54 0.04 

2500 

1-1B 32.68  32.72  54.84 54.77 0.07 

1-2B 31.60  31.75  56.71 56.44 0.27 

1-3B 29.14  29.31  61.50 61.14 0.36 

5141 

1-1B 32.82  32.89  54.60 54.49 0.11 

1-2B 31.50  31.73  56.89 56.47 0.42 

1-3B 29.13  29.51  61.52 60.72 0.80 

10010 

1-1B 32.80  32.88  54.64 54.50 0.14 

1-2B 32.25  32.24  55.57 55.59 -0.02 

1-3B 29.19  29.64  61.39 60.46 0.93 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（3／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

150 

1 

1-1B 32.87  32.83  54.52 54.59 -0.07 

1-2B 31.61  31.66  56.69 56.60 0.09 

1-3B 29.22  29.17  61.33 61.44 -0.11 

5 

1-1B 32.86  32.83  54.54 54.59 -0.05 

1-2B 32.20  32.18  55.66 55.70 -0.04 

1-3B 29.20  29.20  61.37 61.38 -0.01 

20 

1-1B 32.85  32.87  54.55 54.53 0.03 

1-2B 31.71  31.73  56.52 56.48 0.04 

1-3B 29.25  29.23  61.27 61.32 -0.05 

50 

1-1B 32.82  32.78  54.60 54.66 -0.06 

1-2B 32.05  32.05  55.92 55.91 0.01 

1-3B 29.15  29.18  61.48 61.42 0.06 

100 

1-1B 32.80  32.77  54.64 54.69 -0.05 

1-2B 31.55  31.62  56.80 56.68 0.13 

1-3B 29.18  29.13  61.42 61.53 -0.11 

200 

1-1B 32.72  32.71  54.77 54.78 -0.01 

1-2B 32.03  32.00  55.95 56.00 -0.05 

1-3B 29.10  29.12  61.58 61.53 0.05 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（4／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

150 

293 

1-1B 32.79  32.73  54.65 54.75 -0.09 

1-2B 31.54  31.60  56.82 56.72 0.10 

1-3B 29.22  29.13  61.33 61.51 -0.18 

600 

1-1B 32.95  32.82  54.39 54.61 -0.22 

1-2B 32.11  32.18  55.81 55.68 0.13 

1-3B 29.18  29.27  61.42 61.23 0.18 

1011 

1-1B 32.68  32.63  54.84 54.93 -0.09 

1-2B 31.44  31.49  57.00 56.92 0.08 

1-3B 29.12  29.15  61.54 61.47 0.07 

2500 

1-1B 32.63  32.76  54.92 54.71 0.21 

1-2B 32.02  32.03  55.97 55.96 0.01 

1-3B 29.10  29.43  61.58 60.90 0.68 

5142 

1-1B 32.80  32.86  54.64 54.54 0.09 

1-2B 31.57  31.72  56.77 56.49 0.27 

1-3B 29.20  29.63  61.37 60.49 0.88 

10011 

1-1B 32.88  32.89  54.50 54.48 0.02 

1-2B 32.13  32.23  55.78 55.61 0.17 

1-3B 29.21  29.86  61.35 60.02 1.34 

 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（5／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

175 

1 

1-1B 32.84  32.81  54.57 54.63 -0.06 

1-2B 31.63  31.67  56.66 56.59 0.07 

1-3B 29.11  29.16  61.56 61.45 0.11 

5 

1-1B 32.88  32.81  54.50 54.61 -0.11 

1-2B 32.15  32.11  55.74 55.81 -0.06 

1-3B 29.19  29.17  61.39 61.44 -0.04 

20 

1-1B 32.83  32.82  54.59 54.61 -0.02 

1-2B 31.68  31.73  56.57 56.49 0.08 

1-3B 29.22  29.20  61.33 61.37 -0.04 

50 

1-1B 32.87  32.85  54.52 54.55 -0.03 

1-2B 32.19  32.15  55.67 55.74 -0.07 

1-3B 29.20  29.22  61.37 61.32 0.05 

100 

1-1B 32.75  32.72  54.72 54.77 -0.04 

1-2B 31.49  31.60  56.91 56.71 0.20 

1-3B 29.11  29.12  61.56 61.53 0.03 

200 

1-1B 32.70  32.66  54.80 54.88 -0.07 

1-2B 32.11  32.02  55.81 55.97 -0.16 

1-3B 29.22  29.18  61.33 61.42 -0.08 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（6／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

175 

293 

1-1B 32.70  32.64  54.80 54.91 -0.10 

1-2B 31.49  31.59  56.91 56.73 0.18 

1-3B 29.04  29.10  61.71 61.58 0.13 

600 

1-1B 32.81  32.83  54.62 54.58 0.04 

1-2B 32.16  32.20  55.72 55.66 0.06 

1-3B 29.19  29.29  61.39 61.18 0.22 

1011 

1-1B 32.88  32.85  54.50 54.55 -0.05 

1-2B 32.09  31.97  55.85 56.06 -0.21 

1-3B 29.08  29.23  61.63 61.31 0.32 

2500 

1-1B 32.87  32.89  54.52 54.49 0.03 

1-2B 32.10  32.03  55.83 55.95 -0.12 

1-3B 29.07  29.43  61.65 60.90 0.75 

5141 

1-1B 32.70  32.82  54.80 54.60 0.20 

1-2B 31.54  31.74  56.82 56.47 0.35 

1-3B 29.06  29.58  61.67 60.58 1.08 

10010 

1-1B 32.88  32.79  54.50 54.66 -0.16 

1-2B 32.19  32.17  55.67 55.71 -0.03 

1-3B 29.20  29.82  61.37 60.10 1.28 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（7／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

200 

1 

1-1B 32.77  32.70  54.69 54.80 -0.11 

1-2B 31.66  31.68  56.60 56.57 0.03 

1-3B 29.33  29.23  61.10 61.30 -0.20 

5 

1-1B 32.66  32.69  54.87 54.83 0.04 

1-2B 32.10  32.07  55.83 55.89 -0.06 

1-3B 29.19  29.20  61.39 61.38 0.01 

20 

1-1B 32.74  32.71  54.74 54.79 -0.05 

1-2B 31.60  31.65  56.71 56.62 0.09 

1-3B 29.18  29.22  61.42 61.33 0.08 

50 

1-1B 32.62  32.57  54.94 55.03 -0.09 

1-2B 32.08  31.99  55.86 56.01 -0.15 

1-3B 29.28  29.19  61.21 61.40 -0.20 

100 

1-1B 32.75  32.71  54.72 54.79 -0.07 

1-2B 31.66  31.61  56.60 56.69 -0.09 

1-3B 29.20  29.18  61.37 61.42 -0.04 

200 

1-1B 32.72  32.62  54.77 54.94 -0.17 

1-2B 32.06  32.02  55.90 55.97 -0.08 

1-3B 29.11  29.18  61.56 61.42 0.14 

 

  



 

表 2 時効処理試験材の導電率及び比抵抗（8／8） 

保持 

温度 

(℃) 

保持 

時間 

(h) 

供試材 

No. 

導電率(%IACS) 比抵抗（nΩm） 

時効処理前 時効処理後 時効処理前 時効処理後 減少量 

200 

293 

1-1B 32.47  32.52  55.19 55.11 0.08 

1-2B 31.59  31.52  56.73 56.85 -0.12 

1-3B 29.02  29.08  61.75 61.63 0.12 

600 

1-1B 32.77  32.70  54.69 54.80 -0.11 

1-2B 32.19  32.12  55.67 55.80 -0.13 

1-3B 29.08  29.24  61.63 61.28 0.34 

1011 

1-1B 32.81  32.84  54.62 54.58 0.04 

1-2B 31.99  32.00  56.02 56.01 0.01 

1-3B 29.00  29.18  61.80 61.42 0.37 

2500 

1-1B 32.86  32.81  54.54 54.61 -0.08 

1-2B 32.02  32.00  55.97 56.00 -0.03 

1-3B 29.05  29.21  61.69 61.35 0.34 

5141 

1-1B 32.50  32.78  55.14 54.66 0.48 

1-2B 31.57  31.73  56.77 56.49 0.28 

1-3B 29.03  29.29  61.73 61.18 0.55 

10009 

1-1B 32.80  32.77  54.64 54.69 -0.06 

1-2B 32.21  32.12  55.64 55.80 -0.16 

1-3B 29.09  29.27  61.61 61.23 0.38 

 

 

表 3 反応率 f=1 に対応する各供試材の比抵抗減少量（評価値） 

 (nΩm) 

 供試材 No. 

温度(℃) 1-3B 

125 6.33  

150 5.11  

175 3.58  

200 1.68  

 

 



 

表 4 Al、Mn、Mg、及び Bの原子量 12） 

元素 Mn Mg Al B 

原子量 54.94 24.31 26.98 10.81 

 

 

表 5 各時効処理条件における反応率（1／2） 

(a)125℃の反応率 

保持温度

(℃) 

供試材

No. 

保持時間(h) 

1 5 20 50 100 200 

125 

1-3 0.00 0.03 0.01 0.04 0.00 0.01 

1-3B 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

供試材

No. 

保持時間(h) 

293 600 1011 2500 5141 10010 

1-3 0.00 0.03 0.01 0.12 0.11 0.19 

1-3B 0.01 0.02 0.01 0.06 0.13 0.15 

 

(b)150℃の反応率 

保持温度

(℃) 

供試材

No. 

保持時間(h) 

1 5 20 50 100 200 

150 

1-3 0.02 0.03 0.02 0.02 0.00 0.01 

1-3B 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 

供試材

No. 

保持時間(h) 

293 600 1011 2500 5142 10011 

1-3 0.00 0.06 0.02 0.15 0.21 0.29 

1-3B 0.00 0.04 0.01 0.13 0.17 0.26 

 

  



 

表 5 各時効処理条件における反応率（2／2） 

(c)175℃の反応率 

保持温度

(℃) 

供試材

No. 

保持時間(h) 

1 5 20 50 100 200 

175 

1-3 0.01 0.00 0.03 0.02 0.00 0.00 

1-3B 0.03 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00 

供試材

No. 

保持時間(h) 

293 600 1011 2500 5141 10010 

1-3 0.03 0.05 0.04 0.26 0.28 0.37 

1-3B 0.04 0.06 0.09 0.21 0.30 0.36 

 

(d)200℃の反応率 

保持温度

(℃) 

供試材

No. 

保持時間(h) 

1 5 20 50 100 200 

200 

1-3 0.10 0.08 0.02 0.05 0.00 0.03 

1-3B 0.00 0.01 0.05 0.00 0.00 0.08 

供試材

No. 

保持時間(h) 

293 600 1011 2500 5141 10009 

1-3 0.00 0.09 0.14 0.20 0.25 0.26 

1-3B 0.07 0.21 0.22 0.21 0.33 0.23 

 

  



 

表 6 各時効処理条件における時間指数 n及び反応速度定数 K 

保持温度

（℃） 
供試材 No. n lnK K 

125 
1-3 1.39E+00 -1.42E+01 6.55E-07 

1-3B 1.40E+00 -1.43E+01 6.46E-07 

150 
1-3 5.49E-01 -6.14E+00 2.15E-03 

1-3B 5.36E-01 -6.17E+00 2.09E-03 

175 
1-3 8.08E-01 -7.99E+00 3.38E-04 

1-3B 7.39E-01 -7.44E+00 5.89E-04 

 

 

表 7 各時効処理条件における析出開始時間 

保持温度

（℃） 
供試材 No. 析出開始時間(h) 

125 
1-3 5.46E+03 

1-3B 5.45E+03 

150 
1-3 1.20E+03 

1-3B 1.50E+03 

175 
1-3 1.22E+03 

1-3B 1.12E+03 

 

 

表 8 各時効処理条件の過飽和度 Sと析出開始時間に対応する拡散距離 L*' 

保持温度 

(℃) 

No.1-3 No.1-3B 

S 

(-) 

L*' 

(μm) 

S 

(-) 

L*' 

(μm) 

125  2.23  0.35  2.21  0.35  

150  1.27  0.48  1.25  0.53  

175  0.65  1.26  0.64  1.21  

 

  



 

 

図 1 Al(-Mn)-Mg 系における Mg 固溶限曲線の文献値比較 1) 

  



 

 

（a）保持温度：125℃ 

 

 

（b）保持温度：150℃ 

 

図 2 時効処理試験による比抵抗の変化（1／2） 
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（c）保持温度：175℃ 

 

 

（d）保持温度：200℃ 

 

図 2 時効処理試験による比抵抗の変化（2／2） 
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（a）保持温度：125℃ 

 

 

（b）保持温度：150℃ 

 

図 3 供試材 No.1-3 と No.1-3B に関する比抵抗減少量の比較（1／2） 
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（c）保持温度：175℃ 

 

 

（d）保持温度：200℃ 

 

図 3 供試材 No.1-3 と No.1-3B に関する比抵抗減少量の比較（2／2） 

  

-1

0

1

2

3

4

5

1 10 100 1000 10000

比
抵

抗
減

少
量

(
n
Ω

m
)

時間(h)

No.1-3(3%Mg)

No.1-3B(3%Mg)

保持温度：

175℃

-1

0

1

2

3

4

5

1 10 100 1000 10000

比
抵

抗
減

少
量

(
n
Ω

m
)

時間(h)

No.1-3(3%Mg)

No.1-3B(3%Mg)

保持温度：

200℃



 

(a)保持温度：125℃ 

 

 

(b)保持温度：150℃ 

 

図 4 各時効処理試験条件における Avrami プロット（1/2） 
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(c)保持温度：175℃ 

 

図 4 各時効処理試験条件における Avrami プロット（2/2） 
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図 5 時効処理試験の結果から得られた TTP 線図 

 

 

 

図 6 過飽和度と拡散距離による析出開始条件の評価（SLP 線図） 


